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国の行政を行うため、様々な国家機関の施設（合同庁舎、税

務署、ハローワーク、法務局など）が全国各地にあります。

これらの官庁施設の整備や保全に関する仕事が「官庁営繕」

です。

国の施設は、行政サービス提供の場としてだけでなく、災害

時の防災拠点や、地域の交流拠点としての役割を担っています。

私たちは、国の施設がこうした役割を果たし、より良質な建

物となるよう、企画立案から設計、施工、積算に至るまで、

トータルコーディネーターとして様々な仕事を行っています。

また、公共建築分野の先導的な役割を果たすべく、ほかの発

注機関（県や市町村）に対して、国の各種取り組みを情報提供

しています。

※営繕とは、「建築物の営造と修繕」のことをいい、建築物の

新築、増築、改築、修繕、模様替等の工事を指します。

国土交通省の官庁営繕では、「ミッション（根幹的使命）」と「ビジョン（目標）」を定めており、「コンプ

ライアンス（法令・社会規範の遵守）」を前提に、これらの実現に向けて具体的な取組を実施しています。

ミッション（根幹的使命）

営繕部の業務
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ビジョン（官庁営繕の目標）

国民の共有財産である官庁施設に関して、良質

な施設及びサービスを効率的に提供し、公共建築

分野において常に先導的な役割を果たす。

公共建築分野のリーダーとして時代のニーズな

どに的確に対応し、官庁施設に関し、成果主義の

観点から顧客に提供するサービスの価値を効率的

に最大化すること。そのために、組織と職員の核

心的能力を高める。

官庁営繕のミッション、ビジョンとコンプライアンス



北陸地方整備局営繕部の体制・管内図

「官公庁施設の建設等に関する法律」に基づき、新潟・富山・石川県内にある様々な国の建物（行政機関、教

育・文化施設、社会施設及び試験研究施設）の整備や保全の指導を行っています。

北陸地方整備局

営繕部

計画課

整備課

技術・評価課

保全指導・監督室

事業の企画・予算管理、長期構想の立案など

施設の設計・積算や設計基準の作成など

工事の発注や完了検査の実施など

新潟県内の工事監督や保全指導など

富山・石川県内の国の建物の工事が計画通りに施工されるように指導し、確認しています。また、施設のメン

テナンスについての相談や指導を行い、施設の保全にも努めています。

金沢営繕事務所 総務課

技術課

総務、予算、厚生、工事契約など

工事に係わる企画及び計画・設計・積算、

官庁施設の実態調査、保全指導、技術調査、

工事監理、各種依頼調査など

新潟美咲合同庁舎1号館
(北陸地方整備局営繕部)

金沢駅西合同庁舎
(金沢営繕事務所)
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北陸地方整備局 営繕部

金沢営繕事務所

新潟県

富山県

石川県

土木営繕では、北陸地方整備局の事務所（営繕事務所・港湾空港関係を除く）が実施する建築物全般の整備に

関する業務を行っています。具体的には、道の駅、整備局の事務所・出張所の庁舎・宿舎、河川・ダム管理施設

等を整備しています。

北陸地方整備局 営繕部

北陸地方整備局 金沢営繕事務所

土木営繕

営繕部の業務



営繕部の業務の流れ
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技術基準類の整備

災害に対する安全の確保、環境への配慮など、社会的

要請に的確に対応できるよう、設計を進めるうえでの骨

格となる技術的事項などを定めた基準類の作成・改定な

どを行います。

設計業務の発注

立案したプランを設計するための業務を発注します。

プランの実現に最も適した受注者を選定します。

工事発注図面の作成・積算

現地調査を行ったり、イメージを伝達しながら、業務

受注者との調整を行います。完成した図面が基準・要望

を満たしているか図面審査を行うなど、設計事務所と協

力して、より良い設計を目指します。

企画・立案

新しい庁舎にどのような機能が必要なのか／既存の庁

舎にどのような不具合が出ているのかを把握します。

入居官署との打合せや既存庁舎の調査結果を踏まえ、

機能や性能などを検討して必要な建物性能を決めます。

予算管理・事業総合調整

関係機関と調整を行い、予算要求作業の支援などを行

います。

事業が進行している間、設計や工事が予定通り進捗し

ているかのマネジメントを行い、事業に問題が発生した

ら、関係者を集め、事業費やスケジュールへの影響の把

握や対応策を講じるための総合調整を行います。

敷地調査

予定敷地の地層調査や、電気・ガス・水道などの引き

込み位置などを確認します。

工事の発注・工事監督

設計図を基に工事を建設会社に発注します。現場では、

監督職員が施工の状況を確認します。設計担当の職員も

現場に行って、設計のイメージを伝えるなど必要な調整

を行います。

庁舎の完成・検査

庁舎が完成すると検査を行います。検査の結果が問題

なければ完成となり、施設管理者に引き渡します。

その後は、定期的に保全の支援等を実施していきます。

保全

「保全」とは建築物が完成してから取り壊されるまで

の性能や機能を良好な状態に保ち、社会・経済的に必要

とされる性能・機能を確保し、保持し続けることをいい

ます。

国の建築物の保全に関する指導、会議・講習会などを

通しての周知を行っています。

実態調査

官庁建物を機能性、耐久性、防災性能などの観点から

調査・診断し、営繕計画の基礎資料を作成します。

企画 設計

保全 監理



営繕部の技術者

営繕部では、建築職、電気職、機械職それぞれの専門知識を

持つ担当者が、お互いに密接に連携しながらチームとして業務

を行い、官庁施設の整備を行っています。

施設を利用する人の立場に立ち、よりよい建物を目指し、

どの職種でもトータルコーディネーターとして業務に関わって

います。

建築職

機械職電気職

官庁施設の整備

建築設備（電気設備、機械設備）

建物には様々な建築設備が使用されており、電気設備には照明設備、受変電設備、太陽光発電設備、自家発電設

備など、機械設備には空調設備、給排水設備、衛生設備、エレベーター設備などがあります。

建築設備は建築物の基本的機能を支える重要な役割を担っています。建築設備の設計では、適切な容量を設定し、

快適性を考慮したうえで、関連する法令に基づく機器を選定する必要があります。

いま営繕部で建築設備を担当している人たちは、採用当初は建築設備について全くの初心者で、出身学科などは関

係なく、仕事を進めていく中で先輩・上司から教えてもらい、仕事を覚えた人がほとんどです。

建築設備に興味を持たれた方、北陸地方整備局営繕部で一緒に働いてみませんか？

建築設備担当の出身学科

電気設備 機械設備

照明設備 受変電設備

自家発電設備太陽光発電設備

空調設備 給排水設備

エレベーター設備衛生設備

など など
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営繕部の業務



■耐震化の推進

営繕部では、官庁施設全体

として総合的な耐震性を確保

する整備を行っています。

また、災害応急対策活動を

担う国家機関が入居する官庁

施設については、災害時に関

係機関との円滑な連携が行え

るよう、防災拠点としての整

備を進めています。

■津波対策

国土交通省では、東日本大震災の被災を受け、関連基準等の拡充、施設運用管理と施設整備の連携による官庁施設

の機能確保等の取組を推進し、津波対策への強化を行っています。

自家発電設備 災害対策室

免震装置雨水利用処理設備

▲ 新潟美咲合同庁舎1号館の防災機能（新潟県新潟市）

防災・減災

▲ 津波に対する官庁施設の機能確保の考え方
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整備事例

佐渡海上保安署（新潟県佐渡市）

この庁舎の建設にあたっては、耐震

性・対津波対策を考慮した施設、地域と

連携した防災拠点となる施設整備を推進

するとともに、周辺地域と調和した景観

形成や両津港地区の津波避難計画と整合

し、地域に寄与する整備を図りました。

またこの庁舎は「津波避難ビル」とし

て指定され、周辺の人々を受け入れる役

割を担っています。

災害対策活動に

不可欠な照明や

通信機器等の電

力を確保します。

非常時の雑用

水の確保と排

水機能を確保

します。

災害情報の収

集・分析や、災

害対策の策定・

指令などを行い

ます。

災害対策活動に

支障を来さない

よう、建物内部

の人や機器を振

動から守ります。

営繕部の取組



環境対策

■木材利用の推進

平成22年に「公共建築物などにおける木材

の利用の促進に関する法律」に基づき、国が

整備する公共建築物の目標として、低層のも

のは原則木造化すること、可能な限り内装等

の木質化を図ること等を規定しました。

▲内装木質化
（石川運輸支局）

▲木造化した庁舎
（下越森林管理署村上支署）

■環境負荷低減に配慮した整備

建築物は、その計画から建設、運用、破棄に至るまで温室効果ガスの排出等、環境に負荷を与えています。国土交通

省では、ライフサイクルを通じた環境負荷の低減を目指し、我が国の建築分野における環境対策の模範となる環境負荷

低減に配慮した施設整備を推進しています。

地球温暖化対策としては、エネルギー使用量等を抑制・削減するために様々な環境技術を導入しており、LED照明器

具やトップランナー機器等の新技術の導入や、太陽光発電等再生可能エネルギーの活用に向けた取組も行っています。

また、水資源の有効利用を図る観点から、雨水利用・排水再利用設備の設置に取り組んでいます。

自然エネルギーの利用

・太陽光発電

・自然換気・自然光利用

負荷の低減

・断熱性、気密性の向上

・庇等による日射の遮断

・高性能ガラス、複層ガラス

長寿命

・大部屋方式（乾式間仕切り等の

採用で内部機能の変化に対応）

自然共生社会の形成

・構内緑化等

・雨水利用

適正使用・適正処理

・建設副産物の発生抑制

・建設発生土の適正処理

エコマテリアル

・VOC対策の徹底

・木材利用

・リサイクル材料の利用

エネルギー・資源の有効利用

・LED照明

・昼光利用

・初期照度補正

・人感センサ

・高効率熱源

・変風量制御

・変流量制御

・適正な運転制御、監視システム

▲太陽光発電
（石川運輸支局）
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営繕部の取組

環境負荷低減への取組み

▲LED照明
（高岡公共職業安定所）

▲ルーバーによる日射の遮断
（石川県警察機動隊）



保全・長寿命化

「保全」とは、建築物が完成してから取り壊

されるまでの間、安全性や執務環境等の性能や

機能を良好な状態に保つほか、社会・経済的に

必要とされる性能・機能を確保し、保持し続け

ることを言います。

現在、国家機関の建築物の築後30年以上の施

設は全体の約40%を占め、今後も増加すること

が予想されることから、適正な保全を確実に実

施していくことが求められています。

国土交通省では、「官庁施設情報管理システ

ム(BIMMS-N)」を導入し、インターネットを通

じて、すべての官庁施設の基本的な保全情報等

を把握・分析しています。
▲建築物のライフサイクル

１．一定地域内の既存官庁施設について、建て替え、使用調整、長寿命化改修等を組み合わせた、最適な長期計画の

策定とそれに基づく官庁施設の長寿命化に資する整備を図ります。

取組の推進に当たっては、財務局や地方公共団体と連携を図ります。

２．保全指導の一層の強化により、適正かつ計画的な保全を推進し、施設の長寿命化を図ります。

３．施設の現状をより詳細に把握する「施設カルテ」に基づく技術支援を行うことにより、既存官庁施設の徹底利活

用を図ります。

ソフトとハードの両面からの総合的な対策を実施することにより、来訪者等の安全の確保とサービスの円滑な提供を

維持すること並びにトータルコストの縮減と予算の平等化を図ることを目標とします。
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地域との連携

公共建築は様々な場所で行政・教育・文化・福祉など重要な役割を担って

建てられています。これらの施設の整備、運営のあり方などを地域と連携し

創りあげていくことが大切です。

官庁施設の整備にあたってはその地域の特性やニーズを踏まえ、地方公共

団体など地域と連携し、良好な街並みづくりに貢献するための施設整備に努

めています。

また、官庁施設の整備や地域の地区整備など将来的な構想も踏まえ、地域

の行政機関等と情報交換を行っています。

連携等に関する取組みの例

・長岡防災シビックコア地区の整備

・景観等検討会（佐渡海上保安署）

・小松市のまちづくりに寄与する

合同庁舎を考える会

（小松日の出合同庁舎）

・ユニバーサルデザインレビュー

整備事例

長岡防災シビックコア地区（新潟県長岡市）

長岡市では、中心市街地の活性化及び防災機能の拠点とし

てシビックコア地区制度を活用した整備を行いました。

地区形成の基本方針に「日常的な賑わいが感じられる交流

拠点の形成」を掲げ、魅力と賑わいの市民交流の拠点形成を

目指しました。

また、消防本部や防災センター、防災公園などの一体的整

備により、災害時には市民の「安心・安全を支える」防災拠

点となります。
▲ 長岡防災シビックコア地区（写真提供：長岡市）

景観配慮

公共建築相談窓口

国土交通省では、公共建築に関する技術的な相

談を受け付けるための窓口を、平成14年度より、

国土交通本省をはじめ、全国の地方整備局や営繕

事務所等に統一的に設置しています。

主な相談内容

企画立案、事業実施（設計、積算、入札手続き、工事監理）、

保全、官庁営繕に関する技術基準の運用、働き方改革など

情報提供可能な直轄営繕工事の取組

適切な予定価格の設定方法、適切な工期設定の考え方、

適切な設計変更、施工時期の平準化など

国土交通省では、その土地の

歴史、風土、気候、景観条例等

を把握し、景観や地域との調和

に十分配慮し、官庁施設の整備

を行っています。

整備事例

村上簡易裁判所（新潟県村上市）

村上市の歴史的町並みと調和する入

母屋造りの外観や、周辺地域の色彩イ

メージと調和する配色としました。

09

長岡地方合同庁舎
(営繕部で整備を実施)

長岡市消防署長岡市防災公園

営繕部の取組



働き方改革・生産性向上

国土交通省では、建設業の働き方改革における今後の取組の方向性を踏まえ、官庁営繕事業における働き方改革に向け

た取り組みをパッケージ化して推進しています。また、働き方改革向けた各種取り組みと合わせて、ICTの積極的な活用

等を通じて建設現場における生産性を向上させるi-Constructionに取り組むなど、更なる生産性向上を推進しています。

■ BIMの取組

BIM（Building Information Modeling）とは、コン

ピュータ上に作成した３次元の形状情報に加え、室等

の名称・面積、材料・部材の仕様・性能、仕上げ等、

建築物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築す

ることです。BIMの効率的・効果的な活用により、官

庁施設の品質確保、官庁施設における顧客満足度の向

上等に資することが期待されています。

北陸地方整備局営繕部では、柏崎地方合同庁舎（新

潟県柏崎市）の空調設備改修工事において、施工段階

でBIMモデルを活用する「改修施工BIM」の試行を実

施しました。

BIMの効果

■設計内容の可視化

分かりやすさの向上 合意形成に有効

■建物情報の一元化・統合化

整合性の確保 手戻りのリスク回避

▲柏崎地方合同庁舎 ▲現況BIMモデルの
整合性の確認
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■週休2日の推進

建設工事従事者の週休2日の確保に向けて、国土交

通省では、営繕工事において、現場閉所を含む週休2

日工事のモニタリングを実施し、その阻害要因の把握

とその改善方策などの検討を進めています。

■電子小黒板の活用

電子小黒板とは、工事写真撮影の際に配置する、撮

影状況を描いた黒板を電子化するものです。官庁営繕

では、令和元年度より、原則すべての営繕工事で本格

活用しています。

▲電子小黒板を活用した工事写真

■適切な工期設定

適正な工期設定を行い、後工程（内装工事、設備工

事、舗装工事等）にしわ寄せを生じさせないよう配慮

するなど、各工程の適正な施工期間を確保します。

■情報共有システムの活用

情報共有システムとは、公共事業において、情報通

信技術を活用し、受発注者間など異なる組織間で情報

を交換・共有することによって業務効率化を実現する

システムのことです。国土交通省では、平成31年度か

ら全国の営繕工事で本格活用を行うこととしています。

これにより、書類作成・提出・整理時間の短縮、情報

の迅速な共有等が図ることができるようになります。

◀情報共有システムの
イメージ



PFIへの取組

PFI(Private Finance Initiative)とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を

活用して行う手法です。民間事業者のノウハウを活用すること、官民が適切に役割を分担し、効率的に事業全体のリスク

管理が行われること等により、より効率的かつ効果的に公共サービスが提供されることが期待されます。

北陸地方整備局営繕部では、PFI方式により富山県警察学校（富山県富山市）を整備しています。

▲富山県警察学校全景 ▲富山県警察学校体育館及び生徒寮 ▲富山県警察学校本館

TEC-FORCE

TEC-FORCEとは、大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速な把握、被害の拡大の防止、被災

地の早期復旧等に対する技術的な支援を目的に平成20年4月に国土交通省職員で編成された緊急災害派遣隊のことです。

営繕部では災害発生時に、官庁施設の被害状況を把握するため情報収集や被害施設の調査を行っています。また、各

自治体からの要請を受け被災した建築物の使用の有無を判断する「応急危険度判定調査」を行っています。

北陸地方整備局営繕部では平成28年4月に発生した熊本地震の際に職員を派遣し、被災家屋の応急危険度判定を行い被

災状況の把握、被害拡大の防止等を目的に自治体への支援を行いました。

また、平成30年6月に発生した大阪府北部地震の際にも職員を派遣し、ブロック塀調査などの応急危険度判定を行いま

した。

熊本地震(平成28年)での活動 大阪府北部地震(平成30年)での活動

ブロック塀調査
(基礎高さ、傾斜) ▶応急危険度判定調査 ▶
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営繕部の取組
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営繕部の職員

現在の仕事内容は？
営繕事業の企画、立案、国土交通本省との事業調整、

他省庁の窓口担当職員との事業に関する調整などが

主な業務内容になります。また、その他に防災に関する

業務にも携わっています。

仕事の魅力は？
施設によっていろいろな特徴がありますが、プロジェクトの

大小にかかわらず、担当していた事業が完成したときに施

設を利用する職員に喜んでもらえると、設計や工事中に苦

労した分だけ大きな達成感があります。また、いろいろな建

物の整備に携われるのも魅力のひとつです。

印象に残っている仕事は？
若い頃に担当したプロジェクトですが、新潟市内にある合

同庁舎の新築をするプロジェクトの予算要求に携わったこ

とがありました。とても大変だったのですが、地元の大きな

プロジェクトに自分が携わることが出来たので、印象に深

く残っていますし、一生忘れないと思います。

入省希望者へのメッセージ
主に国の機関が利用する施設の整備をする仕事です。学

校で勉強してきたこと以外にも、いろいろ覚えなければなら

ないこともありますし、聞いたこともない独特の専門用語が

飛び交って、最初は戸惑うかもしれませんが、慣れるまでは

周りの先輩や上司がフォローしてくれますので、安心してく

ださい。一緒に魅力的な街づくりをしましょう。

現在の仕事内容は？
工事を発注するための意匠・構造などの図面修正や、それ

に伴う資料作成のほか、施設関係者や施工者との打ち合わ

せを通じて、施工内容の確認をしています。

入省のきっかけは？
説明会に参加するまでは国土交通省と聞くと敷居の高いイ

メージでした。しかし、業務内容を聞いて、私たちの生活に欠

かせない庁舎や国道などの整備を行っている機関だと知り、

興味を持ちました。

職場の雰囲気は？
営繕部は上司とのコミュニケーションがとりやすい、風通し

の良い職場です。また、同世代も多いので、新人ならではの

初歩的な質問も気軽にすることができます。

入省希望者へのメッセージ
若手職員に向けての勉強会があるので、営繕の専門知識

がなくても心配ありません。産休や育休を取得しやすい環境

が整っているので、女性も活躍することができます。ぜひ一緒

に働きませんか？



若手勉強会
・現場見学会

若手勉強会では、営繕の各分野

の基礎的な知識について、上司か

ら熱い講義を受けます。

現場見学会では、施工中または

完成した建物の見学に行き、実際

の現場で施工のポイント等を学び

ます。

国土交通大学校(東京)に行

き、他の地方整備局の営繕部

の同期と専門分野に特化した

内容を学びます。

全国の同期と親睦を深める

ことができます。
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営繕部の職員

▲ 現場見学会の様子 ▲ 研修の様子

スキルアップ・研修制度

その他、1年目の職員向けの研修として、新規採用職員研修、現場技術研修、雪寒研修があります。

現在の仕事内容は？
先輩職員の指導のもと、施設整備において、照明や通信設備

などの電気設備設計業務の担当として図面の作成や積算を

行っています。

入省のきっかけは？
官庁訪問をきっかけに国の施設整備にも電気職があることを

知り、興味を持ちました。自分が学生生活で学んできたことを

生かし、人の役に立つことの出来る仕事をしたかったため、入

省を決意しました。

職場の雰囲気は？
業務の中でわからないことや困っていることなど気軽に相談

ができて、業務が行いやすい環境です。

入省希望者へのメッセージ
自分の専門分野である電気設備以外にも、機械設備、建築な

ど幅広く学べる職業です。是非、我々と一緒に仕事をしましょう！

現在の仕事内容は？
主に空調設備・給排水衛生設備などの建築設備に関する

「設計」「積算」の業務です。新築・改修など内容は様々です

が、入居官署の皆様との打ち合わせ、条件を整理しながら業

務を進めています。

仕事の魅力は？
公共建築物として長い年月「形として残ること」「利用して

いただけること」「地図に残ること」です。特に施設利用者の

皆様、関係者、周辺住民の皆様に満足していただけたときは、

達成感があります。

印象に残っている仕事は？
初めて担当した公共職業安定所の新築の設備設計業務で

す。書籍や過去の図面を読みあさり、上司や先輩に相談しな

がら進め、苦労が多かったのですが、施設が完成したときは、

達成感を感じられました。

入省希望者へのメッセージ
不安や迷いはあると思いますが、上司や先輩方のサポート

もありますので、是非一緒に働きましょう！

初級課程営繕科研修



合同庁舎・一般庁舎

新潟美咲合同庁舎1号館、2号館（新潟県新潟市）

富山労働総合庁舎（富山県富山市）

輪島税務署【増築】（石川県輪島市）

佐渡海上保安署（新潟県佐渡市）

小松日の出合同庁舎（石川県小松市）

新潟税関支署東港出張所（新潟県聖籠町）

高岡公共職業安定所（富山県高岡市）

下越森林管理署村上支署（新潟県村上市）
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その他施設

石川運輸支局（石川県金沢市）

野生トキ観察施設（新潟県佐渡市）

新潟県警察機動隊（新潟県新潟市）

妙高青少年自然の家（新潟県妙高市）

村上簡易裁判所（新潟県村上市）

福島潟鳥獣保護区管理観察棟（新潟県新潟市）

厚生労働省米山宿舎（新潟県新潟市）
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施設整備事例



国土交通省 北陸地方整備局 営繕部
（新潟美咲合同庁舎1号館）

〒950-8801 新潟市中央区美咲町1丁目1番1号
TEL：025-280-8880（代表）
FAX：025-370-6504
HP：https://www.hrr.mlit.go.jp/eizen/index.html

国土交通省 北陸地方整備局金沢営繕事務所
（金沢駅西合同庁舎）

〒920-0024 石川県金沢市西念3丁目4番1号
TEL：076-263-4585
FAX：076-231-6369
HP：https://www.hrr.mlit.go.jp/kanazawaeizen/index.html

高志
下線

https://www.hrr.mlit.go.jp/kanazawaeizen/index.html



